
 

平成 27 年 11 月 2 日 

「第 9 回 製品安全対策優良企業表彰」受賞企業が決定しました 

～製品安全に対して積極的に取り組む企業を表彰します！～ 

 

経済産業省は、民間企業の製品安全に対する積極的な取り組みを促進し、社会全

体として製品安全の価値を定着させることを目的として、「製品安全対策優良企業

表彰」を平成 19 年度より実施しています。 

この度、平成 27 年度「第 9 回製品安全対策優良企業」として 16 社・機関が決定し

ました。受賞企業の表彰式は、11 月 12 日(木)に東京で開催する「製品安全総点検

セミナー」にて実施します。 

 

1．「製品安全対策優良企業表彰」制度の概要 

【製品安全対策優良企業表彰】 

(1) 応募対象 

消費生活用製品の製造事業者・輸入事業者及び小売販売事業者 

 

(2)審査の方法 

企業の製品安全に対する取り組みを、学識経験者、消費者団体代表等で構成する審

査委員会において審査しています。本年度は、書類による一次審査（7 月）、プレゼンテ

ーションによる二次審査（9月）、委員による現地ヒアリング審査（9月・10月）を実施。10

月の審査委員会において最終審査を行って受賞企業を決定しました。 

 

(3)審査基準 

企業の製品安全を確保するための体制を「4 つの視点」から評価しています。 

1)安全な製品を製造（又は販売）するための取組 

2)製品を安全に使用してもらうための取組 

3)①出荷後に安全上の問題が判明した際の取組（製造輸入部門） 

②事故やリコール等が起きた際の取組（小売販売部門） 

4)製品安全文化構築への取組 

 

 

 

 

 

 

 



 

【特別賞】 

(1) 応募対象 

消費生活用製品に関連した事業を行っている団体、または企業 

 

(2)審査の方法 

事業者等の製品安全に対する取り組みを、学識経験者、消費者団体代表等で構成す

る審査委員会において審査しています。本年度は、書類による一次審査（7 月）、プレ

ゼンテーションによる二次審査（9 月）、委員による現地ヒアリング審査（10 月）を実施。

10 月の審査委員会において最終審査を行い、受賞団体・企業を決定しました。 

 

(3)審査基準 

製品安全対策を「2 つの視点」から評価しています。 

1)製品の安全を確保・支援するための取組 

2)製品安全文化構築への取組 

 

2．平成 27 年度受賞企業 

(1)大企業製造･輸入事業者部門 

経済産業大臣賞       株式会社バンダイ 

商務流通保安審議官賞  パラマウントベッド株式会社 

商務流通保安審議官賞  日立アプライアンス株式会社 

優良賞（委員会賞）     該当企業なし 

 

(2)大企業小売販売事業者部門 

経済産業大臣賞       株式会社イトーヨーカ堂 

商務流通保安審議官賞  パナホーム株式会社 

優良賞（委員会賞）     ダイアナ株式会社 

優良賞（委員会賞）     株式会社ダスキン 

 

(3)中小企業製造･輸入事業者部門 

経済産業大臣賞       株式会社相田合同工場 

商務流通保安審議官賞  有限会社栄工業 

商務流通保安審議官賞  株式会社シナノ 

優良賞（委員会賞）     東洋羽毛工業株式会社 

優良賞（委員会賞）     ファイン株式会社 

 

(4)中小企業小売販売事業者部門 

経済産業大臣賞       奈良日化サービス株式会社 

商務流通保安審議官賞  該当企業なし 

優良賞（委員会賞）     該当企業なし 

 



 

(5)特別賞 

一般財団法人電気安全環境研究所 

一般社団法人日本ガス石油機器工業会 

ヤマトマルチメンテナンスソリューションズ株式会社 

 

3．受賞企業の概要 

添付資料をご参照ください。 

 

4．表彰式 

製品安全総点検月間（平成 27 年 11 月 1 日から 11 月 30 日まで）の行事である「第 10

回 製品安全総点検セミナー」において、受賞企業表彰式及び経済産業大臣賞受賞企

業による講演が行われます。 

 

第 10 回 製品安全総点検セミナー 

日 時：平成 27 年 11 月 12 日(木)15：30～17：30 

会 場：渋谷区文化総合センター大和田 さくらホール 

（渋谷区桜丘町 23-21） 

内 容：第 9 回製品安全対策優良企業表彰式、経済産業大臣賞受賞企業による製品

安全の重要性をテ－マとする講演 他 

参加費：無料 

詳しくは、以下のホームページをご参照ください。 

http://www.meti.go.jp/product_safety/ps-award/3-consumer 

 

＜参考＞ 

第 9 回製品安全対策優良企業表彰募集ニュースリリース（募集案内がご覧いただけま

す） 

http://www.meti.go.jp/press/2015/05/20150525005/20150525005.html 

                      
 
 
 
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

  商務流通保安グル－プ製品安全課長 川原 

   担当者：大西、宮脇、浅野、監物 

   電 話：03-3501-1511(内線 4301) 

        03-3501-4707(直通) 



【添付資料】 

平成 27 年度 第 9 回製品安全対策優良企業表彰 

受賞企業･団体一覧 

 

１．大企業 製造･輸入事業者部門 

経済産業大臣賞     株式会社バンダイ 

商務流通保安審議官賞  パラマウントベッド株式会社 

商務流通保安審議官賞  日立アプライアンス株式会社 

優良賞（委員会賞）   該当企業なし 

 

２．大企業 小売販売事業者部門 

経済産業大臣賞     株式会社イトーヨーカ堂 

商務流通保安審議官賞  パナホーム株式会社 

優良賞（委員会賞）   ダイアナ株式会社 

優良賞（委員会賞）   株式会社ダスキン 

 

３．中小企業 製造･輸入事業者部門 

経済産業大臣賞     株式会社相田合同工場 

商務流通保安審議官賞  有限会社栄工業 

商務流通保安審議官賞  株式会社シナノ 

優良賞（委員会賞）   東洋羽毛工業株式会社 

優良賞（委員会賞）   ファイン株式会社 

 

４．中小企業 小売販売事業者部門 

経済産業大臣賞     奈良日化サービス株式会社 

商務流通保安審議官賞  該当企業なし 

優良賞（委員会賞）   該当企業なし 

 

５．特別賞 

一般財団法人電気安全環境研究所 

一般社団法人日本ガス石油機器工業会 

ヤマトマルチメンテナンスソリューションズ株式会社 



１．大企業 製造･輸入事業者部門 

 
株式会社バンダイ 【経済産業大臣賞】 

設立  ：1950年 

従業員数：1,221 名（2015 年 4月） 

所在地 ：東京都台東区 

事業内容：玩具・プラモデル・菓子・食品・カプセルトイ・カード・アパレル・生活用品

などの企画・製造・販売 

選出理由： 

・ 消費者からの情報収集・分析による情報提供 

お客様相談センターへ入電してくる情報や、ＳＮＳ・ブログ等の投稿をテ

キストマイニングツールで分析し、製品事故につながる恐れのある懸念点

を各部門へフィードバックしている。加えて、製品不具合により消費者か

らのお申し出が増加すると予見された情報を整理し、自己解決を促すよう

な情報をＦＡＱなどで消費者へ提供している。 
・ 本質的な安全を実現するための取り組み 

使用者の誤使用による事故についても、再発防止のために製造方法の改善、

材料や工程の検証を重ねることによって、本質的な安全を実現するための取り

組みを続けている。 

また、様々な業種の先進企業との交流により情報収集を行ない、他社の好事例

を積極的に取り入れると共に、グループ企業間で情報共有している。 

・ サプライヤーに対する表彰制度等による品質維持の取り組み 

サプライチェーンを強化するために表彰制度や、良好な労働環境と人材ス

キルの標準化等により、業界の安全性に対する底上げに結びつく製品の安

定した品質の維持・向上を実現している。 
  

パラマウントベッド株式会社 【商務流通保安審議官賞】 

設立  ：1950 年 

従業員数：868名（2015年 3月） 

所在地 ：東京都江東区 

事業内容：医療・介護用ベッド、什器備品の製造及びレンタル 

・ より安全性の高い本質的な安全設計のための取り組み 

医療・介護ベッドを取り巻く社会状況・市場環境の変化を的確に捉え、誤

使用を想定した安全設計や高齢者や女性などあらゆる人が簡単に扱えるよ

うな安全設計の考え方を実現している。 

・ 新しい技術の実用化による安全な製品開発の取り組み 

利用者の状態を把握するための様々なセンサーを開発し、リスクを事前に

予測することで事故の未然防止を実現。さらに睡眠センサーによる生活改

善によって、転倒転落事故の低減にも取り組んでいる。 
・ 利用者の行動分析による市場ニーズの把握と製品への反映 

ケアマネージャー等に対する提案型のニーズの掘り起こしや、利用者から

のフィードバック情報を元に、製品安全とその人らしい生活を両立した製

品改善に取り組んでいる。 
 

日立アプライアンス株式会社 【商務流通保安審議官賞】  

設立  ：2006 年 

従業員数：8,800 名【連結】（2015年 10月） 

所在地 ：東京都港区 

事業内容：家電製品の開発・製造 



・ リスクアセスメント手法の開発と継続運用 

過去に発生した火災による製品事故の経験を経た、独自のリスクアセスメ

ント手法（ＰＳＰＴＡ）の確立。さらに製品の出荷から廃棄までの使われ

方の予兆分析手法を開発し、一見、非常識と思える使用方法に対しても、

事故の防止策を図っている。 

・ 「死に様試験」による最悪事態での安全性確保 

電気部品が発火した場合の最悪の事態を想定した条件下における燃焼試験

などの「死に様試験」を実施・検証し、安全性確保を徹底している。さら

に同試験を設計者に体感させ、設計改善にフィードバックするなど、設計

力向上や社員教育に繋げている。 

・ 社外との活発な連携強化 

家電の火災現場で対応する消防機関を対象とした講演や、販売店への教育

活動などを積極的に実施し、製品事故の拡大防止に貢献している。 

 

２．大企業 小売販売事業者部門 

 

株式会社イトーヨーカ堂 【経済産業大臣賞】      

設立  ：1920 年 

従業員数：39,274名（2015年 2月） 

所在地 ：東京都千代田区 

事業内容：総合スーパー（衣料品・住居品・食品の小売販売） 

選出理由： 

・ グループ企業の品質基準構築をリード 

多種多様の業種をメンバーとするグループ各社の品質や製品安全の方針を

統一するため、自社が中心となってグループ共通の品質方針の策定、各社

の品質基準の整備に注力し、安全な製品の流通に貢献している。 

また、社内教育用に製品安全の関係法令や事故事例なども含めた「商品知

識ハンドブック」を編集し、その活用を推進する活動を実施している。 

・ 生産工場・取引先に対する適正な評価 

生産工場毎の製品安全の取組みのばらつきを是正し、取り組みレベルを向

上させるため、客観的な視点を加味した工場のランク付けによって検品基

準を設定。また、取引先に対して減点方式の評価を実施し、改善対策を求

めるなど、工場・取引先の製品安全の取組レベルの底上げを図っている。 

・ リスクアセスメントに基づくリコール実施の判断 

プライベートブランドの衣料で発生した問題の判断の際に、R-Map による

リスクアセスメントを行い、その結果に基づきリコールを実施。適切かつ

迅速な対応により消費者の被害拡大防止に繋げている。 

 

パナホーム株式会社 【商務流通保安審議官賞】 

設立  ：1963 年 

従業員数：5,386 名（2015年 3月） 

所在地 ：大阪府豊中市 

事業内容：戸建住宅・賃貸住宅などの建築工事、リフォーム工事の請負及び施工等 

選出理由： 

・ 納入業者及び施工業者の管理の徹底による安全性の向上 

商品の仕入れ段階で、取引先の品質レベルに合わせた受け入れ検査等を継

続的に実施するとともに、新たに取引先監査用の「パナホーム版チェック

リスト」を作成し、仕入れ時の安全性確認のレベルアップを図っている。 

また取引先施工業者で組織する施工チェーン会を対象とし、品質評価の低



い施工業者には勉強会を実施するなど品質・安全レベルの徹底・向上に取

り組んでいる。 

・ 新たなリスクに対する業界全体の安全レベルの向上をリード 

HEMS や自動開閉窓などの新たな設備・機器の導入に伴う新たなリスクに

関して、リスクアセスメントを行い、自社独自の取扱説明書や注意喚起等

を実施している。また、業界をリードして、定期点検・査定時点検の基準

整備、長期の製品安全の取り組み強化など、業界における製品安全文化の

醸成に貢献している。 

・ 自社及び取引先の人材育成に対する意識・知識の向上 

実践演習を交えた品質研修会や、「QC（品質管理）検定」資格の取得促進

など、社員の安全技術レベルの向上を図っている。また、取引先を交えた

勉強会や自社品質方針の説明会を定期的に行い、製品安全に関する知識・

意識の向上に努めている。 

 

ダイアナ株式会社 【優良賞（委員会賞）】 

設立  ：1953 年 

従業員数：501名（2015年 2月） 

所在地 ：東京都渋谷区 

事業内容：婦人靴・バッグの販売・商品企画 

選出理由： 

・ 苦情処理情報の活用による新製品企画時の改善への有効利用 

顧客から寄せられた苦情の対応として、不具合部の写真、原因追求結果、

対応の説明と内容を整理。さらに安全上において 5 段階に分類、取引先別

に管理し、製品開発、販売時の対応に反映させることで、事故防止に取り

組み、効果をあげている。 

・ 安全性を重視した商品化の実現  

製品実現体系図の中でサンプルを 5 回製作し、その過程で自社の品質基準

を満たさないものは、ファッション性に優れていても商品化をしないとい

う方針を持ち、安全性を重視した商品化を実現している。 

・ 顧客との双方向コミュニケーションの活発化  

品質保証書に自社ＨＰへ誘導するための QR コードを記載することで、顧

客が情報を入手しやすいように工夫している。また、メールやフリーダイ

ヤルなどお客様と双方向のコミュニケーションを取ることにより、使用実

態の把握や製品の改善につなげる体制（ＰＤＣＡ）を構築している。 

 

株式会社ダスキン 【優良賞（委員会賞）】 

設立  ：1963 年 

従業員数：1,928 名【単体】（2015年 3月） 

所在地 ：大阪府吹田市 

事業内容：清掃用具・衛生用品、介護用品・福祉用具のレンタルや清掃サービス、「ミ

スタードーナツ」を中心とする外食事業などのフランチャイズチェーンを

展開 

選出理由： 

・ 使用者の視点に立った取扱製品の選定 

過去の製品事故の教訓を踏まえて社内体制の整備を行い、品質方針・行動

規準を策定。類似の製品事故事例を分析し、危害シナリオを作成して、使

用者の視点でどのようなリスクがあるかを分析・検討・評価し、安全に使

用できる製品を選定している。 

・ 利用者に対する丁寧な安全情報の提供 

福祉用具等の誤使用防止のため、動画による取扱説明書を作成し、丁寧な



情報提供を実施。合わせて、福祉用具利用者の定期訪問によって利用状況

を確認するなど、安全確保の強化に努めている。 

・ 加盟店を含めた情報共有や人材育成 

全国の加盟店が集まる責任者会議を開催し、地域ごとに発生する製品安全

に関する課題などの情報共有や、車いす・介護保険対象品目などの取扱方

法をわかりやすく解説した社員研修用ビデオを多数作成し、社員の意識啓

発に取り組んでいる。 

 

 

３．中小企業 製造･輸入事業者部門 

 

株式会社相田合同工場 【経済産業大臣賞】 

設立  ：1949 年 

従業員数：16名（2015年 9月） 

所在地 ：新潟県三条市 

事業内容：農具・鍬類、鍛造諸刃物の製造および販売 

選出理由： 

・ 鍬そのものの安全性向上の取組と安全自主基準の策定 

「鍬の安全」とは何かをテーマに、ワークショップを開催し、使用者から

の製品トラブルや苦情、使用方法を洗い出し、製品安全自主基準を策定し、

製品の企画・設計・開発段階で反映している。個別の農作業に適した農具

を特定し、使用場面に応じたフロー図を提案することで、使用時のリスク

軽減を図っている。 

・ 社内の啓発活動の推進 

正しく道具を選び安全に使用できるよう、使用者視点での取扱説明書を完

全内製化するため、社員が製品を実際に使用する勉強会を定期的に開催。 

・ 他業種を含めた製品安全文化の醸成 

他業種を含めた地域の産業界や地元行政と連携し、製品安全を中心に協力

する体制の構築をリードし、日本鍛冶学会やワークショップの講師などを

通じて、農具の枠を越えて正しい道具の選び方・使い方や安全安心なもの

づくりの重要性を伝え、製品安全文化の醸成に寄与している。 

 

有限会社栄工業 【商務流通保安審議官賞】 

設立  ：1987 年 

従業員数：16名(2015年 8月) 

所在地 ：新潟県燕市 

事業内容：有害鳥獣駆除器等の企画・製造・販売 

選出理由： 

・ 使う人も捕獲した動物も傷つけない製品の開発 

使用する人の安全性を確保することはもとより、捕獲した動物についても、

できるだけ傷つけないことを基本的な考え方として徹底し、安全な製品設

計・開発や取扱説明書の作成を行っている。 

・ サプライチェーン全体での協力体制構築 

製造を外注している事業者、製品を販売する販売事業者、製品を使用して

いる駆除事業者、および関連法令を担当する行政機関まで、密接な協力関

係と信頼関係を作り上げており、品質と安全が確保された製品を供給する

体制を構築している。 

・ 製品安全対策と製品安全文化の継続の取り組み 

販売店舗にて、「お客様相談会」を積極的に開催し、直接ユーザーの使用実



態を把握することで、使用環境に合わせた安全な製品の提供を実現してい

る。 

 

株式会社シナノ 【商務流通保安審議官賞】 

設立  ：1946 年 

従業員数：43名(2014年 9月) 

所在地 ：長野県佐久市 

事業内容：杖・ステッキ、スキーポール、トレッキングポール、ウォーキングポールの製

造・販売 

選出理由： 

・ 地域と協力した啓発活動 

佐久市と協力し佐久ポールウォーキング協会を設立し、地元大学や病院な

どで、定期的なイベントを開催し、製品の正しい使い方等の情報発信を行

うなど、全国的にも業界をリードする活動を進めている。 

・ 製品ごとの安全設計の明確化と徹底 

過去の製品開発における試験方法・結果などに基づき、設計基準・製品規

格を見える化、安全設計の方針の明確化を図り、製品開発・製造に徹底し

ている。 

・ 製品の安全な使い方に関する情報提供 

開発・製造部門、営業部門社が一丸となって、お客様視点に立って自社ホ

ームページをリニューアル。自社の強みである開発時の試験の様子、正し

いポールの選び方や使い方、メンテナンス方法など、製品安全に関する情

報を積極的に発信している。 

 

東洋羽毛工業株式会社 【優良賞（委員会賞）】 

設立  ：1954 年 

従業員数：137名（2015年 9月） 

所在地 ：神奈川県相模原市 

事業内容：羽毛寝具の製造・販売 

選出理由： 

・ 業界トップレベルの品質基準の採用による安全の取り組み 

羽毛、生地に関する自社独自の品質基準（D マーク）を設定し、有害物質

の除去、羽毛出による怪我の防止、異物混入防止など、製品の安全性向上

を図っている。 

・ 製品と顧客のトレーサビリティ確保による製品安全とサービス向上の取り

組み 

自社ホームページ、ＤＶＤやダイレクトメールを通じて、お買い上げの全

ての方 7 万件を対象に、安全な製品の使い方、お手入れ方法、注意事項等

アフターサービスについて発信し、使用者の安全性確保につなげている。 

・ 業界全体での安全性向上への取り組み 

中古羽毛の判定やゴミの確認検査方法等の業界基準の策定、注意喚起表示

の基準見直しなど、業界のコンプライアンス向上に貢献している。 

 

ファイン株式会社 【優良賞（委員会賞）】 

設立  ：1973 年 

従業員数：8名（2015年 1月） 

所在地 ：東京都品川区 

事業内容：歯ブラシ、介護用品、臨床用各種洗剤の製造・販売 

選出理由： 

・ 安全性確保を優先した製品設計 



曲げてもしなるだけで破損しない樹脂や、アレルギー反応の出にくい材料

を積極的に採用し、使用者の安全を第一に考えた製品設計・開発をしてい

る。 

・ 経年劣化を考慮した品質管理 

中間検査と完成検査での全数検査を実施し、不良品を排除。竹の樹脂製の

柄を使用した歯ブラシには消費期限を設定。経年劣化については 3 ヶ月ご

との折れ強度試験で傾向を確認するなど安全性の確保を図っている。新製

品については、全従業員が、実際の生活で使用するなど実用性試験を実施

し、問題点の把握と改善に繋げている。 

・ ベビー・高齢者・要介護者向けの製品開発 

特に高い安全性が要求されるベビー・高齢者・要介護者向けに、形状の工

夫、機能の工夫といった独自のアイデアを盛り込み安全性の高い製品を開

発し提供している。 

 

４．中小企業 小売販売事業者部門 

 

奈良日化サービス株式会社 【経済産業大臣賞】 

設立  ：1991 年 

従業員数：54名（2015年 9月） 

所在地 ：奈良県大和郡山市 

事業内容：住宅設備機器の販売、設置、点検、修理等のサービス全般 

選出理由： 

・ 家庭向け総合メンテナンスサービスの構築 

お客様サービスの内容について、社内の委員会活動で改善を検討するとと

もに、市場環境、事業拡大に合わせて、組織体制も随時見直しを実施して

いる。また、特殊なサービスにも対応できるように、実際の使用環境を模

した技工室を活用した実務研修や、社内での勉強会を実施し、社員の国家

資格取得を推進するなど、マイスター制度で積極的な人材育成を推進して

いる。 

・ 製品エンドユーザーへの情報提供 

お客様宅の訪問の際には、お客様とのコミュニケーションを大切にし、電

話では伝えることができない情報など、多様化するお困りごとを解消する

仕組み（安心くらぶ）を構築し実践している。 

・ 事故発生情報の全社での共有 

点検・修理等サービスの際に起きた顧客設備の損害等事故について、必ず

社内で詳しい情報を共有し、事故製品を社内で分析・原因究明を実施し、

再発防止に努めている。 

 

５．特別賞 

 

一般財団法人電気安全環境研究所 

設立  ：1963 年 

従業員数：255名（2015年 9月） 

所在地 ：東京都渋谷区 

事業内容：電気製品等に係る試験・検査・認証業務 

“安全性向上等のニーズに対応した各種サービス” 

選出理由： 

・ 時代に対応した産業界に対する幅広いサポート 



国内外を問わず規制や市場の変化を常に把握し、事業者向け安全セミナー

の開催や年間 800 件程度の安全規制に関する相談対応など、安全な電気製

品の市場流通に貢献している。 

・ 製品事故防止に向けた基準策定への貢献 

民間認証制度である S マーク認証の中心となり、規格の整備されていない

新製品、新技術に対する安全性の認証、製品事故が起こった際の迅速な基

準改正案の作成に対応。さらに国際規格への提案と調整も行っている。 

・ 社会に対する広報活動 

事業者向け「JET Report」の継続的な発行や消費者向け Web サイトでの

情報発信、地方自治体に対する普及啓発用パンフレットの配布など、電気

製品の安全に関して対象毎に有益な情報提供を行い、社会における安全性

向上に向けた活動を積極的に続けてきている。 

 

一般社団法人日本ガス石油機器工業会 

設立  ：1961 年 

従業員数：19名（2015年 9月） 

所在地 ：東京都千代田区 

事業内容：ガス機器、石油機器に関する生産、流通、消費等に関する情報収集、提供及

び調査研究 

選出理由： 

・ 業界の製品安全対策を支援する取り組み 

会員企業における製品安全対策の実効性を高めるため、ガス・石油機器に

係る「製品安全自主行動計画策定ガイドライン」を策定するとともに、製

品安全に関する自主基準を制定し、ガスこんろのセンサー付加によって火

災件数の減少を実現するなど、効果をあげている。 

・ 誤使用防止に向けた普及啓発活動の強化 

事故情報の収集・分析によって、消費者の誤使用を防ぐために必要な対策

を随時検討し、ターゲット別に様々な媒体を用いて情報が確実に伝わるよ

う工夫するなど、事故の再発防止に向けた普及啓発を行っている。 

・ 製品安全文化構築に向けた取り組み 

全国の消防署や流通事業者と連携した事故対策の啓発資料の配付や、製品

安全に関するセミナー・保安講習への講師派遣など、業界を越えた取り組

みを積極的に実施している。 

 

ヤマトマルチメンテナンスソリューションズ株式会社 

設立  ：2008 年 

従業員数：413名（2015年 3月） 

所在地 ：東京都中央区 

事業内容：家電を含む故障品の修理及び、リコールなど製品回収に関するプランニング、

開発、提案、運用管理業務等 

選出理由： 

・ 自治体と連携したリコール情報提供サービスの実施 

自治体と連携して行う高齢者見守りサービスを活用し、情報が届きにくい

高齢者世帯向けにリコール関連情報の提供を開始。一定の効果を得て、さ

らなるエリア拡大とより効果的なリコール未対策品の発見に向けた手法開

発に取り組んでいる。 

・ リコール発生時の対応ノウハウの提供 

社内資格者「リコールサポートコンダクター」による事業者向けセミナー

を定期的に開催。これまでの 200 件を超える対応実績経験からリコール発



生時の対応ノウハウを共有し、事業者がリコール実施時に迅速かつ確実な

方法を選択できるようサポートをしている。 

・ ワンストップリコール対応支援 

ヤマトグループの輸配送、ロジスティクス、システム、コールセンター、

物流資材販売等のワンストップサービスを提供し、リコール実施企業の対

応を支援している。 


